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ⅠⅠⅠⅠ    は じ めは じ めは じ めは じ め にににに    

 少子・高齢化と人口減少、地方から大都市への人口流出、地域経済の低迷など、

地方公共団体を取り巻く環境は大きく変化し、かつ、厳しいものとなり、国との関

係においても、「地方分権一括法（平成１２年）」や「地方分権改革推進法（平成１

９年）」が施行されたことによって、国と地方公共団体の役割分担の明確化、機関

委任事務の廃止、権限移譲など、国と地方の関係の根幹に関わる改革が進められて

きました。また、市町村の合併を推進し大規模化を図ることで、地方財政基盤の強

化と効率化を目指そうとする施策により、全国的に市町村の再編（平成の大合併）

が実施されました。 

 こうした中、地域での責任ある行政を実現し、市民に対してしっかりとした行政

サービスを提供していくために、これからの地方公共団体は、自主性と自立性を高

め、経営感覚を持って地域をマネジメントする総合行政主体へと変わっていくこと

が求められています。 

 本市においては、「平成の大合併」を見送り、行政運営の効率化に取り組んでき

ましたが、今後も合併によらず、可能な限り現状の善通寺市としての単独運営を維

持していくことを前提として、この「第３次善通寺市行政改革大綱」を策定しまし

た。 

 

１１１１．．．．これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取組取組取組取組    

平成１７年３月、総務省より「地方公共団体における行政改革の推進のための

新たな指針」が示されたことで、全国的に、各自治体における行政改革への取組

みが具体化され、その内容が公表されることになりましたが、本市においては、

このような国の指導によらずに、それより以前から行政改革に取り組んできまし

た。 

【 Ｈ７：善通寺市行政改革大綱の策定 Ｈ14：新善通寺市行政改革大綱（ＰＣＯ

Ｉ構想）の策定 Ｈ18：Super-PCOI（集中改革プラン）の策定 】 

 本市における行政改革の柱は、「定員の適正化」であり、この基本原則は行政改

革に着手した当時から変わることなく、現在に至るまで一貫してその取組みの中

に受け継がれてきました。その結果、平成６年当時４６９人であった職員数が平

成２１年度当初においては２８７人と、１８２人（率にして約４割）の削減を達

成し、これに伴い、市町村財政比較分析の各種指標については、概ね、類似団体

の平均値を上回る結果となっています。また、財政の健全度を測るための指標に

おいては、いずれの比率も、国の関与による再生、あるいは自治体の自主的な改

善努力が求められる基準を大きく下回り、県内各市と比較しても良好な水準を維

持しています。 
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（（（（１１１１））））    正規職員数正規職員数正規職員数正規職員数のののの推移推移推移推移    
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（（（（２２２２））））    類似団体間類似団体間類似団体間類似団体間でのでのでのでの財政比較分析財政比較分析財政比較分析財政比較分析（（（（総務省調総務省調総務省調総務省調べべべべ：：：：１９１９１９１９年度決算年度決算年度決算年度決算ベースベースベースベース））））    

 
 

（（（（３３３３））））    財政健全化比率財政健全化比率財政健全化比率財政健全化比率のののの比較比較比較比較（（（（県内県内県内県内８８８８市市市市：：：：２０２０２０２０年度決算年度決算年度決算年度決算ベースベースベースベース、、、、ワーストワーストワーストワースト順順順順））））    

財 政 再 生 基 準 ▲20.00 財 政 再 生 基 準 ▲40.00 財 政 再 生 基 準 35.0

早期健全化基準 ▲13.87 早期健全化基準 ▲18.87 早期健全化基準 25.0 早期健全化基準 350.00

1111 三 豊 市 2.1 さ ぬ き 市 10.3 さ ぬ き 市 23.4 坂 出 市 170.8

2222 さ ぬ き 市 2.3 高 松 市 11.0 坂 出 市 19.3 観 音 寺 市 157.6

3333 高 松 市 3.6 観 音 寺 市 15.6 東 か が わ 市 18.2 さ ぬ き 市 156.9

4444 坂 出 市 3.9 坂 出 市 16.9 善 通 寺 市 16.6 高 松 市 124.3

5555 観 音 寺 市 4.3 善 通 寺 市 17.2 観 音 寺 市 15.3 丸 亀 市 101.7

6666 丸 亀 市 5.1 東 か が わ 市 17.7 高 松 市 14.1 東 か が わ 市 77.9

7777 東 か が わ 市 6.5 三 豊 市 18.9 三 豊 市 12.6 三 豊 市 54.8

8888 善 通 寺 市 7.4 丸 亀 市 30.1 丸 亀 市 12.2 善 通 寺 市 49.3

将来負担比率
順位

ワースト

実質赤字（収支）比率 連結実質赤字（収支）比率 実質公債費比率
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２２２２．．．．今後今後今後今後のののの展望展望展望展望    

 前述のとおり、本市においては、早期から行政改革に積極的に取り組んできた

わけですが、一方では、国・地方を合わせて８００兆円に達する長期債務残高に

代表されるように、国と地方の財政状況は依然として過酷なものとなっています。 

また、百年に一度のものと言われる世界的な金融危機に端を発した景気後退や

急増する社会保障費の負担などにより、国・地方の財政状況は、ますます厳しさ

を増していくものと考えられます。 

 

（（（（１１１１））））市民一人当市民一人当市民一人当市民一人当たりたりたりたりのののの歳出額歳出額歳出額歳出額    

本市においても、これまで以上に、様々な効率化に取り組んでいく必要があり

ますが、今後も継続的な人口の減少が予想されることから、財政状況については

さらに厳しいものになると思われます。 

そのため財政規模についても、必然的に縮小の方向を目指すことになり、その

具体的な目標として、「市民一人当たりの歳出予算額を３０万円」と設定します。 

これは、行政運営の効率性という点において、規模の大きさによる一定の優位性

を認めながらも、徹底した効率化によって、可能な限り単独での行政運営を維持

していくために、予算規模については、大規模自治体並みの「市民一人当たり３

０万円」を目指すというものです。 

１９１９１９１９年度決算年度決算年度決算年度決算ベースベースベースベース    

46.046.046.046.0

40.340.340.340.3
39.139.139.139.1

34.234.234.234.2
32.732.732.732.7 32.432.432.432.4

0.00.00.00.0

5.05.05.05.0

10.010.010.010.0

15.015.015.015.0

20.020.020.020.0

25.025.025.025.0

30.030.030.030.0

35.035.035.035.0

40.040.040.040.0

45.045.045.045.0

50.050.050.050.0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　効率的効率的効率的効率的

合併によらず、当面は単独での効率化を
追求するため、市民一人当市民一人当市民一人当市民一人当たりたりたりたり３０３０３０３０万円万円万円万円
での予算編成を目指す

（（（（単位単位単位単位：：：：万円万円万円万円））））

 

※市町村財政比較分析（総務省調べ）における各団体の数値一覧を用いて集計。 
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（（（（２２２２））））人口予測人口予測人口予測人口予測とととと将来的将来的将来的将来的なななな歳出予算規模歳出予算規模歳出予算規模歳出予算規模    

≪人口の推移と今後の予測について≫ 

5,7115,7115,7115,711 6,7166,7166,7166,716 7,6567,6567,6567,656 8,2768,2768,2768,276 8,6638,6638,6638,663 9,5229,5229,5229,522 9,5869,5869,5869,586

26,07526,07526,07526,075 25,06425,06425,06425,064 23,70823,70823,70823,708 22,58922,58922,58922,589 21,23921,23921,23921,239 19,26019,26019,26019,260 18,24218,24218,24218,242

5,5775,5775,5775,577 5,0495,0495,0495,049 4,6304,6304,6304,630
4,3054,3054,3054,305

3,8003,8003,8003,800
3,3003,3003,3003,300

6,6256,6256,6256,625

38,42338,42338,42338,423
37,36137,36137,36137,361

36,41336,41336,41336,413
35,49535,49535,49535,495

34,20734,20734,20734,207
32,58232,58232,58232,582

31,12831,12831,12831,128

２２２２年度年度年度年度 ７７７７年度年度年度年度 １２１２１２１２年度年度年度年度 １７１７１７１７年度年度年度年度 ２２２２２２２２年度年度年度年度 ２７２７２７２７年度年度年度年度 ３１３１３１３１年度年度年度年度

年少人口（14歳以下）

生産年齢人口（15～64歳）

老年人口（65歳以上） 予予予予　　　　　　　　測測測測

 
 

≪将来的な歳出予算規模について≫ 

123.0

110.8

115.8

125.0
121.3

115.8 人口人口人口人口
31,12831,12831,12831,128

人口人口人口人口
35,49535,49535,49535,495

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

１７１７１７１７年度年度年度年度 １８１８１８１８年度年度年度年度 １９１９１９１９年度年度年度年度 ２０２０２０２０年度年度年度年度 ２１２１２１２１年度年度年度年度 ２２２２２２２２年度年度年度年度 ２７２７２７２７年度年度年度年度 ３１３１３１３１年度年度年度年度

（（（（単位単位単位単位：：：：億円億円億円億円））））

18,000

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

36,000

（（（（人口人口人口人口））））
【【【【人口人口人口人口　　　　約 約 約 約 ３３３３万人万人万人万人】 】 】 】 × × × × 【【【【市民一人当市民一人当市民一人当市民一人当たりたりたりたり　　　　３０３０３０３０万円万円万円万円】】】】

 

本市の総人口（国勢調査）は、平成２年度から平成１７年度の１５年間で２，

９２８人の減少となっており、このような過去の推移から予想される人口規模に

ついては、平成３１年度で３１，１２８人程度（国勢調査ベース）となっていま
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す。 

前回の予測（第４次総合計画の策定時）と比べれば、やや緩やかな減少ペース

となっているものの、今後は、さらなる減少の加速が予想されます。 

したがって、本市の行政運営においては、やはり“人口３万人”というライン

を想定しておく必要があり、前述した「市民一人当たりの歳出予算額」との関係

により、将来的には歳出総額９０億円での予算編成を目指していくことになりま

す。 

 

（（（（３３３３））））定員定員定員定員のののの適正化適正化適正化適正化    

このような厳しい状況が続く中にあっても、一定の行政サービス水準を確保し、

しっかりとした行政運営を維持していくためには、さらなる効率化に取り組んで

いく必要があります。 

 本市においては、これまでも、あらゆる角度から行政改革に取り組んできまし

たが、少ない人員で行政運営を行うことこそ行政の改革であり、市民への税の還

元という観点からは避けて通ることのできない課題であるというスタンスに変

わりはありません。 

 そこで、行革第１期・第２期と進めてきました正規職員数の削減に今後も引き

続き取り組んでいくこととし、これまでの経験を活かしつつ、残された課題の克

服に挑戦していきます。 

職員数
220

職員数
274

職員数
375

職員数
170

職員数
469

６年度 １５年度 ２２年度 ３１年度 将来

行革第３期
  行革第２期

行革第１期

““““行政需要行政需要行政需要行政需要のののの多様化多様化多様化多様化””””とととと““““行政行政行政行政サービスサービスサービスサービス水準水準水準水準のののの維持維持維持維持””””

“税収の減”や“少子・高齢化
の進展”等の課題に向けて！

8 14

2115

22 31

７年間

７年間

１０年間
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ⅡⅡⅡⅡ    基 本 目基 本 目基 本 目基 本 目 標標標標（（（（善通寺市善通寺市善通寺市善通寺市ＰＣＯＩＰＣＯＩＰＣＯＩＰＣＯＩ構想構想構想構想のののの基本理念基本理念基本理念基本理念をををを踏襲踏襲踏襲踏襲））））    

 「ＰＣＯＩ」とは、「プレミアム・シティ・オフィス（＝高品質な市役所）」をつ

くるための「イニシアティブ（＝取組）」という意味です。もう少し、わかりやす

く言えば、「行政改革によって自治体としての標準を求めるだけに留まらず、もう

一歩踏み込んだ改革によって、市民にとって付加価値の高い自治体の実現を目指

す」ということになります。 

 この構想においては、当初、本市の標準的な職員数を人口の１％と設定し、将来

的に人口が３万人程度まで減少することを想定した場合、３００人が標準的な職員

数になるところ、さらに１割を減じた職員数である２７０人を目標として掲げまし

た。そして、これを達成することによって削減できた人件費をより良い行政サービ

スとして市民に還元し、「市民生活の質の向上」を図るところに「プレミアム（＝

付加価値）」が生まれるという考え方になります。 

 しかしながら、地方自治を取り巻く環境の変化は想像以上に大きく、この様な厳

しい状況に対応していくために、平成１８年に策定した「Ｓｕｐｅｒ－ＰＣＯＩ（集

中改革プラン）」においては、職員数１７０人を究極の目標として再設定しました。 

この第３次行政改革大綱では、「ＰＣＯＩ構想」の基本理念を踏襲し、さらには

「Ｓｕｐｅｒ－ＰＣＯＩ」における究極の目標の実現に向け、次の基本目標に基づ

いた改革を推進していきます。 

 

    
    

１１１１．．．．市民市民市民市民にににに税税税税をよりをよりをよりをより多多多多くくくく還元還元還元還元    

 地方自治体は住民からの税を行政サービスとして還元し、住民の公共の福祉増進

に努めなければなりません。そこで、どれだけ経費を節減して高い品質の行政サー

ビスを生み出すことができるか、ということが自治体の価値となります。このため、

「税の還元率の向上」を目指していくことが求められ、本市では、この税の還元率

の高さにおいて標準的な自治体を上回る「付加価値（プレミアム）の付いた市役所」

を目指します。 

 厳しい環境の中、まずは財政基盤をしっかり整えたうえで、市民生活の質の向上

を図ります。 
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２２２２．．．．究極究極究極究極のののの小小小小さなさなさなさな市役所市役所市役所市役所    

 「職員数１７０人」という目標を実現するためには、限られた人的資源によって

いかに公共サービスを支えるのか、という命題に挑戦していかなければなりません。 

 つまり、「究極の小さな市役所」とは、単に職員数が少ない状態を示しているも

のではなく、長引く景気の低迷や地方制度改革の中にあっても、市民に対して、し

っかりとした行政サービスの提供を可能とする「将来にわたって健全で効率的な行

政運営」をイメージするものです。 

 このため、引き続き、事業仕分けに代表される行政効果の検証等による各種事務

事業の見直しを図る一方、公共サービスの新たな提供者を見出していくことによっ

て行政運営の構造的な改革を行い、限られた人員・財政のもとで最良の行政サービ

スを生み出すことのできる「究極の小さな市役所」をつくり上げます。 

 

    

３３３３．．．．協協協協    働働働働    

 真に住みやすいまちづくりを行うには、市民と市が協働していく必要があります。 

 平成１７年１０月に施行された「善通寺市自治基本条例」では、市民・市・市議

会が協働して、独自性と魅力のある善通寺をつくることをその目的としています。

これは、これまでの行政主導型のまちづくりから、みんなが知恵を出し合い、共に

汗を流しながら進めていくまちづくりへの転換を意味しているものであり、まさに、

自治の構造改革を目指すものになります。 

 社会経済構造が大きく変化していく中で、活力ある地域社会を創造し、「市民生

活の質の向上」を実現していくために、協働によるまちづくりに取り組みます。 
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ⅢⅢⅢⅢ    改 革改 革改 革改 革 のののの 推推推推 進進進進    

    
 

 

本市の行政改革では、効率性を追求し経費を削減することによって、「税の還元

率の向上」を図ることを目的としていますが、行政改革としての直接的な目標は、

財政の健全化や自治の構造改革にあります。一方、市の将来像を掲げて、その実現

のための具体的な施策をまとめたものが、市の最上位計画である「総合計画」にな

ります。この総合計画には、重点プロジェクトや各種の個別具体的な事業が盛り込

まれており、限られた予算の中で、計画に沿った市政運営がなされています。 

 つまり、行政改革によって財政の健全化を図り、安定した財政のもとで総合計画

に基づいた市民と行政との協働による市政運営を進めていくことが、市民生活の質

の向上（総合計画の具体化）に繋がるものと考えます。 

 そこで、この第３次行政改革大綱では、「組織・人事制度改革」「財政改革」「市

民との協働」を改革の重点項目に掲げ、それぞれの具体的な取組みによって、さら

なる行政改革の推進を図ります。 

 

 

 

 

《改革の重点項目》 ３．市民との協働 

行行行行    

政政政政    

改改改改    

革革革革    

《改革の重点項目》 

１．組織・人事制度改革 

２．財政改革 

財
政
財
政
財
政
財
政
（（（（予
算
予
算
予
算
予
算
））））

    
総総総総    

合合合合    

計計計計    

画画画画    
市 民 生 活 の 質 の 向 上 

総
合
計
画
に
基
づ
く
市
政
運
営 
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１１１１．．．．組織組織組織組織・・・・人事制度人事制度人事制度人事制度改革改革改革改革    

 職員数の削減を行政改革の中心に位置づけている本市においては、その成果が、

すなわち行政改革の進捗度合いであり、現行の「新善通寺市行政改革大綱」で目指

す「職員数２７０人」の達成も間近に迫っています。 

しかしながら、今後ますます厳しくなることが予想される社会経済状況等を考え

た場合、ここで改革の手を緩めることなく、さらなる削減に向けた取組みを続けて

いく必要があると言えます。 

 

（（（（１１１１））））さらなるさらなるさらなるさらなる定員定員定員定員のののの適正化適正化適正化適正化    

「Ｓｕｐｅｒ－ＰＣＯＩ（集中改革プラン）」において設定された職員数１７０

人（究極の目標）を見据えた定員の適正化を推進します。 

ただし、その直接的な手法としては「退職者の不補充」によることを基本とし

ていることから、退職者の予定と新規採用の計画によって、ある程度のペースが

決まってくることになります。 

第３次行政改革大綱の計画期間における現段階での予定としては、最終的には

２２０人前後までの削減が妥当なラインであり、この職員数によって、しっかり

とした行政運営が可能となるよう、組織と人事制度の見直しを進めていくことに

なります。 
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退職者数（見込み） 採用者数（予定） 対前年度 増減 ４月１日の職員数

21年度 17 287

22年度 7 5 △ 12 275

23年度 12 4 △ 3 272

24年度 10 5 △ 7 265

25年度 13 5 △ 5 260

26年度 13 5 △ 8 252

27年度 10 6 △ 7 245

28年度 10 4 △ 6 239

29年度 14 3 △ 7 232

30年度 8 4 △ 10 222

31年度 11 6 △ 2 220
・

・

将将将将　　　　来来来来 170170170170
 

    

（（（（２２２２））））民間委託民間委託民間委託民間委託民営化等民営化等民営化等民営化等（（（（アウトソーシングアウトソーシングアウトソーシングアウトソーシング））））のののの推進推進推進推進    

職員数の削減を進めながらも、必要な行政サービスの質・量は維持していく必

要があり、さらに本市が目指す行政改革においては、プラスアルファの部分を生

み出していかなければなりません。 

 この相反する課題を克服するために、行政サービスを提供するために必要とさ

れる資源を外部（民間事業者、法人等）に求めていきます。 

 本市においては、行革第１期・第２期を通して、この様なアウトソーシングに

取り組んできたことによって一定の成果を挙げてきましたが、第３期においても、

積極的にこれを推進していきます。そして、その際には、法令に抵触しないこと、

あるいは直営との経費比較に留意すること等は言うまでもなく、アウトソーシン

グ後のフォローアップ（行政責任の担保）もあわせて実施していきます。 

職員自らが業務の執行にあたるという従来のスタイルから、業務の実施主体を

外部に求め、さらには、その執行状況を管理していく方向へと職員の意識を変え

ていくことにより、アウトソーシングの可能性の拡大と質の向上を図ります。  
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（（（（３３３３））））組織機構組織機構組織機構組織機構のののの見直見直見直見直しししし    

「究極の小さな市役所」を実現するためには、職員数が減少していく中にあっ

ても、新たな行政課題や多様化する市民サービスに対応することができる機動的

で柔軟な組織の再構築が必要とされます。 

現在は、当面の目標である職員数２７０人に対応する「善通寺市機構改革計画」

に沿って、簡素で効率的な市政運営のための組織改革を進めていますが、今後は

「２２０人（３１年度における目標）」に対応する「新しい機構改革計画」に基づ

き、職員数の推移に合わせた組織機構の見直しを図っていきます。 

 

（（（（４４４４））））人事管理人事管理人事管理人事管理等等等等のののの見直見直見直見直しししし    

 本市の進める行政改革では、職員数の削減を最重要課題として位置づけていま

すが、人材は市の経営資源の中で最も重要なファクターでもあります。 

したがって、常にコスト意識を持った効率的な行政運営を考え、市民の信頼を

得て協働によるまちづくりに取り組むことができる職員を育成することは、本市

の目指す「究極の小さな市役所」の実現のために、重要な課題と言えます。 

行政課題研修の充実、職場内での研修の実施、研修派遣、自主研修の援助など

を実施することにより、職員のさらなる「質」の向上を図り、職員数の減による

マイナスを解消するとともに、人事評価制度の活用によりモチベーションの向上

を図ります。 

 また、本市ではこれまでゼネラリストの育成に重点を置いた人事管理を行って

きましたが、今後、特定の分野においては、高度化・複雑化が進む市民ニーズに

対応するため、深い知識や専門的な技術を持つスペシャリストの育成も必要にな

ってくると考えます。 

そのために、能力・適性・経歴等、職員一人ひとりの人事管理の強化を図り、

計画的な人材の育成と適確な人員配置に取り組みます。

～～～～    アウトソーシングアウトソーシングアウトソーシングアウトソーシングのののの実績実績実績実績    ～～～～    

≪≪≪≪民営化民営化民営化民営化≫≫≫≫    
善通寺自動車教習所・保育所（１箇所） 

≪≪≪≪民間委託民間委託民間委託民間委託≫≫≫≫    
学校給食コンテナ配送回収業務・し尿収集業務・可燃ごみの収集運搬業務 

≪≪≪≪公公公公のののの施設施設施設施設のののの指定管理指定管理指定管理指定管理≫≫≫≫    
市営駐車場（５箇所）・駅前自転車駐車場・市民体育館・市民プール・市営野球場 

市営テニス場・総合会館・老人ホーム・ふれあいサロン（五岳・やすらぎ） 

市民会館・図書館・鉢伏ふれあい公園 

≪≪≪≪そのそのそのその他他他他≫≫≫≫    
善通寺市総合サービス株式会社の設立 
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２２２２．．．．財政財政財政財政改革改革改革改革 

財政の健全化を図り、安定した行政運営を行っていくためには、歳入の確保に努

めつつ、将来的な財政の見通しを立てていく必要があります。また、より一層の財

政改革を図るため、枠配分予算の導入を検討します。 

 

 

（（（（１１１１））））自主財源自主財源自主財源自主財源のののの確保確保確保確保    

「三位一体の改革」によって国から税源の一部が移譲されたとはいえ、本市の

歳入内訳は、依存財源が自主財源を上回る状況にあり、さらに、国庫補助負担金

や地方交付税の削減は、歳入を確保していくうえで、大きな問題となっています。 

この様な地方分権の流れの中にあっては、自主財源の根幹をなす市税の確保は

非常に重要な課題であり、限りある資源を最大限有効に活用するために、引き続

き、適正課税と徴収率の向上に努めます。 

また、地域産業の振興や企業の誘致等、地域経済の活性化を推進することで、

活力ある地域づくりと自主財源の拡大を図ります。 

 

（（（（２２２２））））財政計画財政計画財政計画財政計画のののの策定策定策定策定    

 市の最上位計画である「総合計画」との整合性を図りながら、中長期の財政計

画を作成します。市税等の歳入の見込みをたてるとともに、歳出では、主要事業

の実施予定を取りまとめるほか、公債費の見通し等も盛り込みます。 

また、一般会計だけでなく、水道事業・下水道事業の予定も含めた計画とし、

必要に応じて、全体又は一部の見直しを実施します。 

 

（（（（３３３３））））枠配分予算枠配分予算枠配分予算枠配分予算のののの導入導入導入導入    

人口３万人時代の到来に向け、予算規模の圧縮を進めていくためには、各方面

にわたる効率化のみならず、予算の編成方法等の面からも、その可能性を探って

いく必要があり、その一つの手法として、枠配分予算の導入を検討します。 

「枠配分予算」とは、一般的に、各課で作成した事業の実施予定に基づき、財

政当局が一定の額を各部に配分し、各部がその範囲内で主体性を持って予算を組

み立てる方式を言います。 

これは、歳出削減のための手段が、新規事業の抑制や一律カット等に偏ること

を避け、加えて、各部での自己責任の拡大と定着を図ることで、知恵とやる気を

引き出し、限られた予算内での効率的な市政運営の実現を目指すものです。 

最近では、この方式を取り入れている自治体も数多く見られますが、既存の手

法を参考にしつつも、本市の特性や規模を考慮し、実効性のある独自の運用方法

についての検討を進めます。 
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３３３３．．．．市民市民市民市民とのとのとのとの協働協働協働協働    

 「善通寺市自治基本条例」に規定される、二二二二つつつつのののの市民参画市民参画市民参画市民参画（市政への参画／まち

づくりへの参画）を推進することにより、市民との協働の実現を目指します。 

 

（（（（１１１１））））市政市政市政市政へのへのへのへの市民参画市民参画市民参画市民参画のののの推進推進推進推進    

本市では、政策決定過程への市民参加、あるいは政策の実施及び評価過程への

市民参加を“市政への市民参画”と呼んでおり、“市政情報を知る権利”とともに、

市民の権利として保障しています。 

行政主導による政策の立案・推進という従来の自治のスタイルを見直し、市民

の意思に基づく市政運営を目指していくためには、この市政への市民参画が重要

な意味を持つことになります。 

今後、市民が必要とする情報をこれまで以上に積極的に開示していくことで、

市政運営の透明性の向上を図り、あわせて自治基本条例に定められた市民参画の

手続（パブリックコメント・ワークショップ等）について、より一層の実施機会

の拡大と内容の充実等に取り組むことにより、市民が参画しやすい環境の整備を

進めます。 

 

（（（（２２２２））））まちづくりへのまちづくりへのまちづくりへのまちづくりへの市民参画市民参画市民参画市民参画のののの推進推進推進推進    ～～～～｢｢｢｢((((仮称仮称仮称仮称))))地域自治地域自治地域自治地域自治協議会協議会協議会協議会｣｣｣｣のののの設置設置設置設置～～～～    

「善通寺市自治基本条例」では、「居住地域を基礎とした多様な人と人とのつな

がり及び福祉、環境、教育等のまちづくりに関する課題を基礎として形成される

人と人のつながり」を「地域共同体」と定義しています。そして、「地域共同体」

は、①市民の自発的なまちづくりの促進及び啓発に関する活動、②地域の安全に

関する活動、③地域の環境保全に関する活動、④保健、医療又は福祉の増進に関

する活動、⑤社会教育の推進に関する活動、⑥学術、文化、芸術又はスポーツの

振興に関する活動、等に自主的かつ主体的に取り組むことによって、まちづくり

の担い手になるよう努めるものとされています。また、市は、「地域共同体」の活

動の重要性と必要性を提唱・周知することによって、市民によるまちづくりを促

すとともに、その活動を尊重していく責務を負うとし、「市民・市・市議会が、そ

れぞれの果たすべき役割を自覚し、相互に協力し合うこと」を協働と定義してい

ます。このような「地域共同体」の範疇は広範囲に渡っており、自治会等の他に、

ＮＰＯやボランティア団体等も含むとされています。 

 今後、本市が「協働によるまちづくり」を具体化していくためには、多種多様

な「地域共同体」との連携を図っていく必要がありますが、その中心的な役割は、

各地区における既存の各種団体（自治会、婦人会等）にお願いすることになりま

す。また、地域における各種団体の結びつきを整理し、さらには、学校関係や企
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業なども含めた地域内連携を強化していくことも必要であると考えます。 

この地域内連携の強化は、地域の実情に応じたまちづくりや地域防災体制の強

化、あるいは援助を要する高齢者の日常的な見守り等、行政だけでは対応しきれ

ない部分のフォローを可能なものとし、結果「地域力の向上」に繋がるものと思

われます。一般的に「地域力」とは、地域社会の問題について、住民や企業をは

じめとした地域の構成員が、自らその問題の所在を認識したうえで、行政やその

他の主体と連携を図りながら、問題を解決し、地域としての価値を創造していく

力（地域の総合力）のことをいいます。このことは、「住民の地域に対する参加意

識」と言い換えることができ、国や地方自治体、研究者等によって様々な定義づ

けがなされていますが、本市においては、まさに自治基本条例の基本原則にある

「市民の“まちづくり”への参画」と「協働」の実現にあたります。 

この第３次行政改革大綱において、本市が目指す「協働」とは、単に、市役所

の仕事の一部を市民側にシフトさせることを意味するものではなく、実効性を伴

った少子高齢化対策や地域における安心安全の充実等を図るために、行政のみで

は対処しきれない問題を地域といっしょに解決し、善通寺らしい独自性と魅力の

ある地域社会の創造を図ることを目的とするものです。 

そこで、既存の地域活動を体系的に整理し、各地区の「地域力の向上」を図る

ための中心的な存在として、市内８地区において「（仮称）地域自治協議会」の設

置を提唱します。 
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ⅣⅣⅣⅣ    実 施 計実 施 計実 施 計実 施 計 画画画画 

第３次善通寺市行政改革大綱に基づく個別実施計画 

 

１１１１．．．．定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画定員適正化計画    

究極の目標である「職員数１７０人」を見据えたうえでの、１０年間の定員適正

化計画を策定し、引き続き、職員数の削減に取り組んでいきます。 

定員の適正化については、退職者の不補充によって実施するものとし、正規職員

は、市の意思決定や公権力の行使のための職種に限定します。 

現段階における計画期間中の達成値としては２２０人前後を予定していますが、

適宜、計画の見直しを行い、状況に応じて定員の適正化を推進します。 

  

 

２２２２．．．．民間委託民営化等民間委託民営化等民間委託民営化等民間委託民営化等推進推進推進推進計画計画計画計画    

 過去に実施した事務事業の点検等の経験を踏まえつつ、再度、業務の見直しに関

する全庁的な調査を実施し、これに基づき、民間委託民営化等推進計画を策定しま

す。 

 この計画に沿って、適法・適正に行政の守備範囲の縮小を図り、最小限の職員数

による効率的な行政運営を可能とする「究極の小さな市役所」の実現を目指します。 

 

 

３３３３．．．．新新新新善通寺市善通寺市善通寺市善通寺市機構改革計画機構改革計画機構改革計画機構改革計画        

 簡素で効率的な組織機構の実現を目指し、定員の適正化に対応した組織編成を進

めます。 

    
    

４４４４．．．．財政計画財政計画財政計画財政計画    

 市税等の歳入見込み、「第５次善通寺市総合計画（Ｈ２３～Ｈ３２）」に掲げる個

別事業の実施予定、及び上下水道事業の予定等に基づく、中長期の財政計画。 
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ⅤⅤⅤⅤ    進 行 管進 行 管進 行 管進 行 管 理理理理        

 実施計画については、毎年定期的に担当部署においてその進捗状況を把握し「進

行管理表」を作成します。 

 進行管理表については、まず、庁内（Ｓ－ＰＣＯＩ検討委員会）で内容を確認し、

そこで提起された問題点や改善案等を参考に、各担当部署において当該年度の進行

管理表のまとめ及び実施計画の見直しを行います。 

 事務局において集約した進行管理表及び実施計画は、議会及び行政改革推進委員

会に報告するとともに、広報ぜんつうじや市ホームページ等を通じて市民に公表し

ます。 

 

 

    

新年度・実施計画 新年度・実施計画 

Ｓ－ＰＣＯＩ検討委員会（庁内組織） 

実実実実    施施施施    計計計計    画画画画    
進行管理表 

（担当課） 

進行管理表 

（担当課） 

進行管理表 

（担当課） 

新年度・実施計画 

進行管理表 

進行管理表 新年度・実施計画 

進行管理表 進行管理表 
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